
書式第 12号 (法第28条関係)

事 業 報 告 用

だ凛レ 0年度 事 業 報 告 書

1 事業の成果
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2 事業の実施に関する事項
(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用 【′,フ彙 】千円)

(2)そ の他の事業 (事業費の総費用 【    】千円)
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書式第 13号 (法第 28条関係)

4ゎた3 年度 活動計算書 (その他事業が上い場合)
事 業 報 告 用
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書式第 15号 (法第 28条関係) 事 業 報 告 用

鎌レ6)年度 貸
借対照表

ご つ/ゝゝ
ａ

ａ

Ｏ

θ

Ｏ

υ

だ【A】 資 産 合 計 ①+②
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【B】 負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 【B-1】 +【 B-2】



バ:スン ゛ 年度  計算書類の注記 事 業 報 告 用
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重要な会計方針
計算書類の作成は、

(1)棚卸資産の評価基準及び評価方法

ち核タルし/

(2)固定資産の減価償却の方法
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(3)引当金の計上基準
。退職給付引当金
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引当金

(4)施設の提供等の物的サービスを受けた場合の会計処理

な 主為場
(5)消費税等の会計処理

葬久ゝ 径移
2.事 業別損益の状況
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人件費計
(2)その他経費
会議費
旅費交通費
施設等評価費用
減価償却費
印刷製本費
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1.受取会費
2.受取寄附金
3.受取助成金等
4.事業収益
5。 その他収益

経常収益計
Ⅱ 経常費用
(1)人件費
給料手当
役員報酬
退職給付費用
福利厚生費
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内 容

3.施 設の提供等の物的サービスの受入の内訳



4 使途等が制約された寄附金等の内訳
使途等が制約された寄附金等の内訳 (正味財産の増減及び残高の状況)は以下の通りです。
当法人の正味財産は   円ですが、そのうち   円は、下記のように使途が特定されています。
したがって使途が制約されていない正味財産は   円です。

5.固 定資産の増減内訳

6.借 入金の増減内訳

役員及びその近親者との取引の内容

役員及びその近親者との取引は以下の通りです。

その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために

必要な事項

事業費と管理費の按分方法
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書式第 17号 (法第28条関係) 事 業 報 告 用
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書式第 18号 (法第 28条関係)
事 業 報 告 用
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1 確認事項 (法第20条及び第21条を確認の上、チェックを入れてください。)
/

日以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係)
ビ各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第21条関係)
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書式第 4号 (法第 10条 0第 28条関係 )
設立・事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち10人以上の者の名簿)

特定非営利活動法 IN″
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